
日本の食品ロスの状況（2021年度）

食品ロス量の推移と削減目標

2030年度に、2000年度と比べ、家庭系食品ロス量、事業系食品
ロス量いずれも半減できるよう取組を推進。
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食品ロスの発生量（令和3年度推計）

事業系の食品廃棄物等と食品ロスの発生量（令和3年度推計）
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食品ロス削減国民運動ロゴマーク「ろすのん」

食品ロスとは？
「食品ロス」とは、本来食べられるのに捨てられてしまう食品をいう

のん。食べ物を捨てることはもったいないことで、環境にも悪い影響を
与えてしまうのん。

日本ではどれくらいの食品ロスが発生しているの？
本来食べられるのに捨てられる食品「食品ロス」の量は年間523万tに

なっているのん。（令和3年度推計値）
日本人の1人当たりの食品ロス量は1年で約42kgだのん。
これは日本人1人当たりが毎日お茶碗一杯分のご飯を捨てているのと近

い量になるのん。

食品ロスは大きく分けると下記2つに分けることが出来るのん。
事業活動を伴って発生する食品ロス・・「事業系食品ロス」
各家庭から発生する食品ロス・・・・・「家庭系食品ロス」

【ろすのん使用方法】
ごみの減量を啓発するため、各種イベントへ
参加し、食品ロスの削減について掲載したテ
ーブルクロスを使用。

【効果・乾燥】
デザインが目立つこともあり、立ち止まって
見てくれるので、その後説明に入りやすく啓
発に役立っている。

ろすのん活用例
（愛媛県今治市：テーブルクロス）



納品期限の緩和、賞味期限の年月表示化、賞味期限の延長の三位一体の取組

納品期限緩和等に取り組む管内の事業者（令和４年10月時点）

常温流通の加工食品は、「納品期限の緩和」「賞味期限の年月表示化」「賞味期限の
延長」を三位一体で推進。

食品製造業 食品卸売業 食品小売業

納品期限緩和 ○
（無駄な製造や在庫数量の減少）

－ ×
（販売期間の短縮）

賞味期限の
年月表示化

△
（（＋）在庫管理の効率化）

（（－）賞味期間が最大１ヶ月短縮）

○
（在庫管理の効率化）

○
（品出し業務等の効率化）

社　名 本社所在地 2022年６月末までに賞味期限表示を
大括り化した実績のあるカテゴリー

2022年７月以降に賞味期限表示の
大括り化を実施予定

（有）玉木製麺 島根県 そば（180日未満）
カバヤ食品（株） 岡山県 キャンディ・キャラメル、チョコレート、ビスケット・クッキー
（株）山田養蜂場本社 岡山県 いわゆる健康食品、はちみつ、はちみつ加工品、惣菜など
オタフクソース（株） 広島県 調味料、粉類、乾物類 調味料
アヲハタ（株） 広島県 びん詰
こだま食品（株） 広島県 乾燥野菜、漬け原材料 乾燥野菜、漬け原材料
（株）朋昆 広島県 昆布製品
（株）まるじょう 広島県 削りぶし、ふりかけ
神田味噌醤油醸造場 山口県 調味料（180日以上）
（株）讃岐物産 香川県 乾麺
宝食品（株） 香川県 つくだ煮、惣菜、たきこみごはんの素
（有）味源 香川県 調味料
くみあい食品工業（株） 愛媛県 びん詰（１年以上）

ヤマキ（株） 愛媛県 レトルト食品（１年以上）
液体調味料（１年以上）、風味調味料（1年以
上）、乾物・かつおぶし（１年以上）、乾物・煮干し
（１年以上）

賞味期限表示の大括り化（年月表示・日まとめ表示）に取り組んでいる製造事業者　（中国四国農政局管内に本社所在地の
ある製造事業者）

納品期限を緩和している小売事業者　（中国四国農政局管内に本社所在地のある小売業者）           （　）は本社所在地
業　態 社　名

総合スーパー （株）イズミ（広島県）、（株）フジ・リテイリング（愛媛県）

食品スーパー
（株） サンマート（鳥取県）、（株）みしまや（島根県）、（株）天満屋ストア（岡山県）、（株）フレスタ（広島県）、マックスバリュ西日本（株）
（広島県）、（株）丸久（山口県）、（株）ユアーズ・バリュー（山口県）、（株）セブンスター（愛媛県）、（株）日東物産（愛媛県）、（株）フ
ジマート四国（愛媛県）（株）エースワン（高知県）、（株）サニーマート（高知県）

生活協同組合 鳥取県生活協同組合（鳥取県）、三井造船生活協同組合（岡山県）、竹原生活協同組合（広島県）、生活協同組合コープやまぐち（山口県）、
生活協同組合コープえひめ（愛媛県）、こうち生活協同組合（高知県）

コンビニエンスストア （株）ポプラ（広島県）
ドラッグストア・薬局 （株）イヌイ（鳥取県）



商慣習の見直し

【取組の普及例】 【認知の拡大】
・「てまえどり」が2022年の新語・流行語
大賞トップ10に選出

（写真）現代用語の基礎知識選ユーキャン
新語・流行語大賞発表･表彰式

（2022年12月１日）

・コンビニエンスストア

・スーパーマーケット

メーカーから小売店への商品の納品期限及び店頭での販売期
限は、製造日から賞味期限までの期間を３等分して設定され
ている場合（いわゆる３分の１ルール）が多く、食品廃棄発
生のひとつの要因となっていることから、その見直しを推進。

商品棚の手前にある商品を選ぶ「てまえどり」は、食品ロス削
減の効果が期待。
農林水産省は、食品関連事業者に対して、消費者への啓発活動
に取り組んでいただくよう働きかけ。

「てまえどり」の促進

○「てまえどり」の普及・認知の拡大

※ 賞味期間６ヶ月の例



需要に見合った販売の推進（恵方巻きのロス削減）

2019年１月に、小売業者の団体に対し、恵方巻きの需要に見合った販
売を呼びかけ。
製造計画の見直しやサイズ構成の工夫等の取組を行った結果、約９割の
小売業者が前年より廃棄率が改善。
2020～2022年には、恵方巻きのロス削減に取り組む小売事業者に消費
者向けPR資材を提供し、事業者名を公表
（2020年：43事業者→2021年：65事業者→2022年：77事業者
→2023年：90事業者）

消費者への啓発（食品ロス削減月間）

小売事業者と消費者が連動した食品ロスの削減に向けた取組を後押しする
ため、食品小売事業者に対して、店舗にて、食品ロス削減のための啓発活
動を行うことを呼びかけ。

【啓発資材の例】 【活用の例】



消費者啓発に取り組む小売業者
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容器包装の改善による食品ロス削減の取組事例
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生産、流通、消費などの過程で発生する未利用食品を食品企業や
農家などからの寄付を受けて、必要としている人や施設等に提供
する取組。
もともと米国で始まり、既に約50年の歴史があるが、我が国でも
広がり始めている。

フードバンク活動の推進

メーカー・卸・
小売 等

フードバンク

生活困窮者
こども食堂
福祉施設 等

こども食堂等フードバンク

・設立初期のフードバンクに対する
人材育成支援、生鮮食品の取扱拡
大支援
・先進的な取組に対する活動費支援

食品関連
事業者

国内のフードバンク団体数
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資料：公益財団法人流通経済研究所「国内フードバンクの活動実態把握調査」
（平成31年度調査）等




